高年齢者雇用安定法改正法案が参議院本会議で可決、成立する－8月29日

連合は議面集会や傍聴行動を実施
8月29日、参議院本会議が開催され、高年齢者雇用安定法改正法案が一部修正の上、民主・自民・公明などの賛成多数で可決され成立した。これにともない、連合は添付の「事務局長談話」を発表した。

＜連合　参議院議面集会・厚生労働委員会傍聴行動－8月28日＞

　８月28日、参議院厚生労働委員会が開催され、衆議院で一部修正された高年齢者雇用安定法改正法案の趣旨説明および質疑が行われた。質疑の後、採決が行われ、社民党・共産党の反対を除く賛成多数で可決された。

　同法案は、希望者全員の65歳までの雇用確保措置を義務付ける法整備を内容とするものであり、今年３月９日に衆議院に法案提出された後、８月１日に衆議院厚生労働委員会、８月２日に衆議院本会議で一部修正の上可決され、参議院に送付されていた。

　連合は、同法案の参院厚労委での審議にあたり、傍聴行動を行った。傍聴行動には自治労を含む構成組織・連合本部から約50人が参加した。

　委員会質疑では、民主党から川合孝典議員が質問に立ち、法案に残る懸念点について確認し、政府側からの答弁を得た。

　政府側からの答弁の概要は以下のとおり。

１．雇用確保措置が未実施の企業について

　高年齢者雇用確保措置が未実施でハローワークの指導に従わない企業に対しては勧告書を発出し、それでも従わない場合はハローワークでの求人の不受理・紹介保留、助成金の不支給などの措置を講じている。企業名公表も組み合わせて指導を行い、未実施企業の解消を進めていきたい。

２．衆議院における修正で盛り込まれた、高年齢者雇用確保措置の実施および運用に関する指針を定められるようにすることについて

　衆議院における審議で、修正案提案者より「修正案では、2012年１月６日の労働政策審議会建議が指針の基となっており、新たな選別基準を作るものではない」旨の答弁がなされている。指針は、改正法案の成立後に建議の内容や国会での議論を踏まえながら策定していきたい。

　衆議院における修正（民主・自民・公明３党共同提案）は、対象者基準の廃止後の継続雇用制度の円滑な運用に資するよう、企業現場の取り扱いについて労使双方にわかりやすく示すため、高年齢者雇用確保措置の実施および運用に関する指針を定められるようにすることを主な内容とするものであるが、継続雇用制度の対象となる基準を労使協定で設定できる制度の廃止は原案のままであり、実質的な影響はないものと考えられる。

以上

